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判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 ３５ 担当課 健康増進課 

法令名 母子保健法 根拠条項 第20条第7項 
不利益処

分の種類 
養育医療機関の指定の取消 

 

○母子保健法 

〔養育医療〕 

第二十条 

５ 都道府県知事は、病院若しくは診療所又は薬局の開設者の同意を得て、第一項の規定による

養育医療を担当させる機関を指定する。 

６ 第一項の規定により支給する費用の額は、次項の規定により準用する児童福祉法第十九条の

十二の規定により指定養育医療機関が請求することができる診療報酬の例により算定した額の

うち、本人及びその扶養義務者（民法（明治二十九年法律第八十九号）に定める扶養義務者を

いう。第二十一条の四第一項において同じ。）が負担することができないと認められる額とする。 

７ 児童福祉法第十九条の十二、第十九条の二十及び第二十一条の三の規定は養育医療の給付に

ついて、同法第二十条第七項及び第八項並びに第二十一条の規定は指定養育医療機関について、

それぞれ準用する。この場合において、同法第十九条の十二中「診療方針」とあるのは「診療

方針及び診療報酬」と、同法第十九条の二十（第二項を除く。）中「小児慢性特定疾病医療費の」

とあるのは「診療報酬の」と、同条第一項中「第十九条の三第十項」とあるのは「母子保健法

第二十条第七項において読み替えて準用する第十九条の十二」と、同条第四項中「都道府県」

とあるのは「市町村」と、同法第二十一条の三第二項中「都道府県の」とあるのは「市町村の」

と読み替えるものとする。 

 

 

○児童福祉法 

〔療育の給付〕 

第二十条 

８ 都道府県知事は、指定療育機関が第六項の規定に基づく政令で定める基準に適合しなくなつ

たとき、次条の規定に違反したとき、その他指定療育機関に第二項の医療を担当させるについ

て著しく不適当であると認められる理由があるときは、その指定を取り消すことができる。 
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